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メックが持続的に成長し、
社会に貢献していくために

テクノロジーの急速な進化と産業のデジタル化・高度化により、

電子基板・部品製造用化学薬品を手がけるメックにとって、新たな事業機会が広がっています。

一方で、気候変動をはじめとする環境問題や社会的課題の深刻化に伴い、

企業の持続的成長には財務的視点だけでなく、ESG（環境・社会・ガバナンス）の観点を経営戦略の中核に据え、

多様なステークホルダーとの共創関係を構築することが不可欠となっています。

当社は、透明性と誠実さを基盤とした事業活動を通じて、社会課題の解決に積極的に取り組み、

グローバルな事業展開を通じて産業の持続的発展に貢献し、未来世代のための価値創造を継続することで、

経済的価値と社会的価値の両立を実現し、企業価値の持続的向上を目指します。

メックグループは、「独創の技術」「信頼の品質」「万全のサービス」を信条に、
ESGの視点における企業責任を認識した経営基盤の整備・運用を行い、
公正で誠実な事業活動を通して社会課題の解決に取り組み、企業自身が
成長しながら継続的に社会的価値を創造し、持続的な社会の実現に貢献
していきます。

サステナビリティ基本方針 事業活動を通してサステナビリティ課題に取り組み、
解決するなかで新たな事業機会の創出に努めます

互いを尊重し、多様な能力や専門性を最大限に発揮し、
活かし合える労働環境・風土を醸成します

気候変動や限りある資源に配慮し、環境負荷低減の
取り組みに努めます

MEC Style

報告期間参考としたガイドライン
対象期間：2024年1月1日から12月31日（一部2025年1月以降の活動内容を含みます。）

本報告書の対象範囲

●RBA行動規範Ver8.0
●ISO26000： 2012
●環境報告ガイドライン2018
●SASB（Chemicals_Standard_2023-12）
●サステナビリティ開示基準（SSBJ）

国内の事業所（尼崎事業所、東初島事業所、長岡工場、東京営業所）の情報を主な対象としていますが、
一部海外関係会社の情報を含みます。

編
集
方
針

2006年に環境報告書を発行して以降、CSR報告書（2021年）、サステナビリティ報告書
（2022年）へと形を改め、報告内容の拡充を行ってまいりました。
本年版では、Scope3の全カテゴリ公開や情報セキュリティ方針策定他、社会と当社の
持続的な発展（サステナビリティ）に関するさまざまな取り組みについて、掲載情報の
さらなる充実化を図りました。



About MEC COMPANY

マテリアリティ

メックの経営資本について

Environment

MEC Style

中期経営計画

メックの価値創造プロセス

Social

Governance

SASB  INDEX

トップメッセージ

About MEC COMPANY

02

基
礎
情
報

「仕事を楽しむ」 594百万円 81.4% 東京証券取引所プライム市場
（証券コード ： 4971）

非
財
務
デ
ー
タ

277名
（連結 480名）） 12.5年 12.8年

男性 女性

年 26.3%% 4名 /7名中（連結 480名） 12.5

42.7歳 42.5歳
男性 女性

12.8年年 26.3%12.5年

歳 4.8% 3.5%

男性 女性

男性の育児
休業取得率

2024年12月31日時点の情報です。
https://www.mec-co.com/ir/financial-data/財務データ

90.0%

100%

594

一. 失敗を恐れず常に新しい目標に挑戦しよう
一. 飽くなき好奇心で工夫改善を重ねよう
一. 協調と感謝の気持ちで力を合わせ仕事を進めよう
一. 安全と健康に気を配り楽しい職場を作ろう
一. 広く社会に役立つことを心掛けよう

百万円 81.4594百万円

失敗を恐れず常に新しい目標に挑戦しよう

協調と感謝の気持ちで力を合わせ仕事を進めよう
安全と健康に気を配り楽しい職場を作ろう

電子基板・部品製造用薬品の開発、
製造販売および機械装置、

各種資材の販売
https://www.mec-co.com/product/

（証券コード ： 4971）

電子基板・部品製造用薬品の開発、

https://www.mec-co.com/product/

名中 30.8%

%

名中 30.8%

0件

0件

件数

休業に至らない
労災件数　

平均年齢

従業員数

社　是 資本金 自己資本比率 上場市場

社　訓 主な事業内容 ISO認証取得状況

勤続年数 管理職に
占める

女性の割合
社外取締役の
人数

取締役、執行役員
における
女性の割合

離職率（入社後3年以内）

2.44倍PBR

東京証券取引所プライム市場

取締役、執行役員

研究開発費
研究に携わる
人財の割合

1,333百万円
約30%連結売上高の約10%を投資

電子基板・部品製造用薬品製造事業において長年培った、金属表面処理技術を
コアとする「独創の界面価値創造技術」、そして「信頼の品質」「万全のサービス」
をもって顧客の課題を解決するグローバル体制。これら総合的な力を提供することで、
デジタル技術の進化・高度化を通し、5Gに代表される通信インフラ、パソコンや
スマートフォン、自動運転車等、またDXやGXの進展等、産業の発展を支え、持続的
な社会の実現に貢献しています。

メックの強み

単体従業員の

取締役、執行役員取締役、執行役員

連結売上高の約10%を投資

57件 169件
国内 海外

特許保有件数

件

件

57件 169件

2023年2月

https://www.mec-co.com/ir/library/pdf/t
ekijikaiji/20250214_5604_tekijikaiji_1.pdf

TCFD提言への賛同表明労働災害（休業）育児休業からの復帰率

2025年2月には「移行」による変化の機会についての
洗い出し他、公開内容を増やし、ホームページに掲載

約30約

Scope1・2

温室効果ガス排出量

https://www.mec-co.com/ir/library/pdf/t
ekijikaiji/20250214_5604_tekijikaiji_1.pdf

2025年2月には「移行」による変化の機会についての CDP「気候変動」分野で
Bスコア獲得

※1
※2

海外を含むメックグループ全体
日本国内における情報

※1

※2

歳 42.5歳歳 4.8 3.5 休業取得率

https://www.mec-co.com/ir/financial-data/財務データ

90.0%% 0件労災件数　 件 ekijikaiji/20250214_5604_tekijikaiji_1.pdf休業取得率 90.0

2024年12月31日時点の情報です。

ekijikaiji/20250214_5604_tekijikaiji_1.pdfekijikaiji/20250214_5604_tekijikaiji_1.pdf Bスコア獲得ekijikaiji/20250214_5604_tekijikaiji_1.pdf

連
結
財
務
デ
ー
タ

2022 2023

16,329

2024

14,020

18,234

2025 2022

5,000

2023

4,004

2025

2,492

2024

4,562
売上高（百万円） 営業利益（百万円） 純利益（百万円）

2022

2,291

2023

3,064

2024

2,304

3,600

2025 2022

27,499

2023

28,665

2024

33,039

2022

12.2

13.8

2023 2024

16.1

9.6
8.9

6.4
8.1

9.6

日本
39.5%

7,206百万円

中国（蘇州）
19.7%

3,595百万円

台湾
18.2%
3,326百万円

香港・珠海
12.6%
2,305百万円

欧州
5.4%
989百万円

タイ
4.4%
810百万円

2024年度

総資産額（百万円） ROA（%）

※ ※ ※

ROE（%） ROIC（%）
売上高/営業利益/純利益 総資産額/ROA/ROE/ROIC 地域セグメント別売上高比率/売上高※業績予想（2025年5月12日公表）

15.2
20,000

＊比率は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも
100とはなりません。

※

※日本代理店
経由の海外向
売上を含む

ISO9001
ISO14001

（品質）
（環境）

取得
全
拠
点
で

メックが目指す「界面価値創造」 Machinery 機械 Electronics 電子 Chemistry 化学
サステナビリティ報告書 2025

2,746t-CO2

Scope3

44,903t-CO2

メックは、1969年に「機械（Machinery）」「電子（Electronics）」「化学（Chemistry）」を融合させた総合技術で新しいモノゴトを生み出し、
電子基板業界に挑みたいと志し設立されました。以来、高品質かつ先進的な製品づくりを続けています。

https://www.mec-co.com/ir/library/pdf/tekijikaiji/20250214_5604_tekijikaiji_1.pdf
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2024年度は長きに及んだコロナ禍が収束し、

社会活動が平常に戻る中で我が国経済においても

一部足踏みがみられたものの、緩やかな回復基調

となりました。海外においては、金融引き締めが緩和

に向かう一方、長期化するロシア・ウクライナ情勢

や緊迫する中東情勢など、地政学リスク上昇に伴う

先行き懸念のもとで推移しました。また中国経済

の先行き懸念とともに米国による施策変更・関税

問題など不確実性要因が懸念されます。

事業環境を振り返ると、エレクトロニクス業界で

はAI、５G等の次世代通信ネットワークで技術変革

の動きが活発化しており、特に生成AI関連がけん引

する先端分野への投資が堅調でした。自動運転へ

の技術転換が進む車載関連も概ね堅調に推移し、

在庫調整が一巡したと見られるパソコンやスマート

フォンも勢いは弱いものの回復基調となりました。

これらの影響により主要製品の売り上げ動向は

前期と比較して増加に転じ、当期売上高は過去

最高となりました。

特に、当社が関連するエレクトロニクス業界に

おいては生成AI関連が成長をけん引するなか、

電気信号の高速化や高性能化に対応するため、

高密度電子基板向け製品の開発・販売に取り組み、

成長への礎づくりにつながる技術も確立すること

ができました。

このような状況のもと当社グループは、「2030年

ビジョン Phase1 中期経営計画」（2022-2024年）

を終了し、2025年に第2段階である「Phase2」

（2025-2027年）をスタートしました。中長期的な

企業価値向上を実現するため、『創造と変革』を

指針に、Phase1はコア事業の強化と位置づけ、

事業活動に取り組みました。資本効率を上げるため、

定量目標として営業利益率やROE改善を目標とし、

事業体質の強化やポートフォリオを確認しながら、

『営業利益率20%以上』『ROE10％以上』を最低限

と認識し取り組みました。

その結果、2024年度は売上高および営業利益は

過去最高となり、営業利益率は25.0％となりま

した。一方で、ROEは2030年に目指すべき企業像

に向け、事業の合理性および経営効率を勘案した

グループ再編の影響により当期純利益が減少した

ことで8.9％と目標を下回る結果となりました。

また、組織再編や新技術領域の拡大、人財育成等

課題の見えたファーストステップでもありました。

2030年に目指す企業像に向け、

中期経営計画の第2段階（Phase2）スタート。

AIの多様化、次世代通信ネットワーク等技術革新が

目覚ましいエレクトロニクス業界の先駆者となれるよう、

技術開発を着実に進めてまいります。

Phase1（2022-2024年） 定量目標と実績

連結営業
利益率 25.0%

2024年数値実績

20%以上
2024年数値目標

事業環境

2024年度を振り返って Phase2の展望と重点課題

中期経営計画

代表取締役社長

ROE 8.9%
2024年数値実績

10%以上
2024年数値目標
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Phase2は「成長への礎づくり」として、半導体

パッケージ基板と並行し、グローバルに高い成長

が見込まれる高周波通信技術分野で新たな技術

領域の開拓を進めています。このようにわたし

たちは独自の技術領域を市場に展開し、新製品や

サービスをデファクトスタンダードとしながら常に

先頭を走って行かねばならない、と考えています。

例えば、事業分野における重点課題として「新技術

領域でのデファクトスタンダード確立」と「既存技術

を応用した事業構築」の２つを挙げました。１つ目

の「新技術領域でのデファクトスタンダード確立」

ではPhase1から取り組んでいる「化学密着（銅の

表面を物理的に粗化せずに平滑な状態で樹脂と

密着させる無粗化技術）」に注力していきます。

これはAIサーバーや5Gなどのデジタル高速通信

ネットワークで無粗化であれば電気信号が効率的

に流れ、大容量データのさらなる高速処理と消費

電力低減が可能になる技術です。

当社は先端半導体パッケージ基板分野でこの

「化学密着」プロセスで上流を担う位置にいると

自負しています。技術をデファクトスタンダードに

すべく取り組み、今後、重要性が高まる高周波基板

においても同技術を展開、市場獲得する方針です。

２つめの重点課題では、既存のコア技術を応用

展開した分野における事業構築を図ります。これら

の重点課題に取り組み、収益性を維持・強化する

ことで、Phase２で掲げる数値目標の達成を目指し

ていきます。

コア事業の強化、成長事業拡大を深めたPhase1

では円安の影響もあり、概ね定量目標を達成する

ことができましたが、2030年ビジョンの真価が

問われるのはこれからです。新たな事業領域を創造

する研究開発、安定した調達と供給、環境対応商品

などそれぞれ課題を整理し、Phase2の成長戦略

に落し込んだ計画になったと思います。

わたしたちは、エレクトロニクス関連市場と非常

に関わりの強い電子基板・部品製造用薬品の開発・

製造・販売を主事業としています。「界面価値創造」

をコンセプトに市場のニーズに応える高い付加価値

をもつ製品をグローバルに提供する研究開発型

企業です。したがって、当社の成長戦略の要は研究

開発力にあるといっても過言ではありません。

そのため研究開発への積極的な投資を重視し、

連結売上高の約10％を目安に投資していくことを

方針としております。他社が追随できない独創の

技術を開発し、事業化する。お客様に製品を単なる

モノとしてではなく、付帯する情報・サービスを

含めた総合的な価値として認めていただけるよう、

事業領域を強化していきます。

また、当社の技術が環境にとってよりサステナ

ブルであることを重視しています。そのため製品

は環境に配慮して開発されており、お客様の生産

においても当社製品の環境対応力がお役に立つ

ものと自負しております。環境負荷を軽減させる

技術開発の推進、安全・高品質、技術サービスの充実

といった付加価値の提供をPhase2では着実に

進めてまいります。

当社グループは事業を通じて豊かで潤いのある

社会と環境づくりに貢献することを目指し、社会

課題解決に向けた取り組みを進めてきました。

2030年ビジョン Phase2においても同様に、TCFD

宣言をはじめ「環境保全」に関する気候変動対応に

取り組んでまいります。CO₂削減目標を定める

など、より実質的な省エネルギーへの取り組みを

実施しています。

具体的には、2030年度までに国内のScope1、2

の総排出量を実質50%削減（2017年度を基準と

した場合）することを指標に掲げ、国内サプライ

チェーンにおけるScope3の数値についても開示

しました。

次に重要なのは、人財育成です。経営基盤強化

の柱として人的投資もPhase2でさらに重視して

いきたいと考えています。当社の独創の技術には

有用な開発者育成も不可欠ですが、技術者だけで

なく次世代のメックを担う人財を、マネジメント

研修等を通じて育成することを人的資本経営の

枠組みで包括的に取り組んでいます。当社は

目指す人物像の一つに「自立自走し、連帯できる

人財を目指す」ことを掲げています。人を縦軸と

するなら各部門は横軸であり、部門の壁を払って

新しい時代に合った仕事のあり方ができるようにと、

人財育成に対する考えもPhase2に落し込みま

した。

環境への取り組みと人財育成

成長戦略
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2025年度は持続的成長に向けた組織改革を

推進していきます。今回の組織変更は、２つの軸で

実施しています。

第一に、生産と物流との統合による業務効率化

です。従来は営業と物流を一体にした管理体制で

したが、今回は生産部門と物流部門を統合し、化学

物質管理も生産部門に集約しました。この再編に

より、人と組織の効率化を図り、部門間の機能的

シナジー創出を図ります。また、サプライチェーン

全体の最適化がなされると考えています。

第二に、イノベーション創出を目的とした新規事業

部門の設立です。研究開発部門で培った新技術を

核とした事業を独立させ、新たな事業領域として

部門化を進めます。この体制により、変化する市場

ニーズに適応した製品開発を継続し、お客様に

おける歩留まりの向上など生産性の向上、設備の

高性能化や信頼性向上に貢献していきます。

これらの組織改革を通じて、当社コア事業の

競争力強化、市場拡大と新事業領域の開拓を並行

して進め、デジタル化・グリーン化が加速する社会

変革に対応した持続可能な事業基盤を構築し

てまいります。

メックは最新技術の応用展開と組織再編を通じ

て、社会に貢献し続ける企業でありたいと考えて

おります。これは、事業を支える従業員、パートナー

企業、株主様、お客様、地域社会といったすべての

ステークホルダーの皆様とともに築き上げていく

ものです。当社にとって従業員は貴重な財産＝

人財であり、従業員が仕事に挑戦することで幸福

を感じてくれることが、私にとって最大の喜びでも

あります。また、株主の皆様には株主還元を重視し、

連結配当性向30％を念頭においた1株当たり

年間配当金の維持・向上を通じてお応えしてまい

ります。

メックの目指す姿は、最先端技術が市場に展開

される近い将来において、当社の技術と情報が

有効活用されることです。豊かで持続可能な社会

を支える縁の下の力持ちとして、当社はこれから

も貢献してまいりたいと考えております。ステーク

ホルダーの皆様におかれましては、引き続き変わ

らぬご支援を賜りますよう、心よりお願い申し上げ

ます。

組織再編と
ステークホルダーエンゲージメント

組織改革

理念体系図

社是

Company motto

創業以来エレクトロニクス業界の発展を支えてきた電子基板・電子部品向け化学薬品だけにとどまらず、世界に向けてさまざまな価値を提供したいと考えております。

2025年、「2030年ビジョン Phase２」を機に、当社の理念体系を整理・見直し、あらたに制定いたしました。

一. 失敗を恐れず常に新しい目標に挑戦しよう
一. 飽くなき好奇心で工夫改善を重ねよう
一. 協調と感謝の気持ちで力を合わせ仕事を進めよう
一. 安全と健康に気を配り楽しい職場を作ろう
一. 広く社会に役立つことを心掛けよう

社　訓

人の“わ”を重んじ、唯一無二の価値を育む

わたしたちは「独創の技術」「信頼の品質」「万全のサービス」を信条に、自由に着想し、
グローバルな事業活動を通して界面価値創造を実現することで
豊かで潤いのある社会と環境づくりに貢献します

経営理念

仕事を楽しむ

界面の創出と接合で世界一になるVision

界面から、世界を変えるMission

経営理念

Mission

価値観

Value

展望 / 目標

Vision / Goal
ありたい姿の実現 真のグローバルカンパニーになる

研究開発型企業であり続ける
独創のAI企業としての顔を持つ

●

●

●

Goal

社外への人の輪と、社内への人の和。
価値を育むのは人である

創造と変革

「つくる」を変える、「うる」を変える
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中期経営計画

Phase1（2022-2024年）では、「創造と変革」を指針としてコア事業の強化に取り組み、
最終年度の2024年は連結営業利益率目標を上回って達成、ROEも8.9％と目標10％以上をやや下回ったものの、
グローバル拠点の再編成を伴う効率化の結果でした。
Phase2（2025-2027年）は「成長への礎づくり」となる3カ年で、
2030年に目指す姿を実現するための戦略的投資、人財開発、コア技術と新技術領域の市場拡大を図っていきます。

Phase2

Phase3

Phase1

10%以上
株主還元

株主配当
1株当たり年間配当金の維持・成長を目指す
連結配当性向：30％目標
自己株式取得は状況に応じて機動的に実施

●

●

●

界面の創出と接合で
世界一になる

250

200

150

0

営
業
キ
ャッ
シ
ュ
フ
ロ
ー
外
部
調
達
等

基盤強化

人的投資
設備投資：3カ年で約80億円
ESG経営強化
2030年までに国内のScope1、Scope2の
総排出量を実質50％削減（2017年度比）

●

●

●

成長投資

研究開発に関する投資
毎年の連結売上高の約10％
M&A
グローバル供給体制の強化
技術サポート・マーケティング体制の強化

●

●

●

●

既存市場における収益性維持・強化
既存技術の応用展開分野における事業構築
新規事業の創出
グローバル安定供給体制の確立
ESG経営の推進・強化

●

●

●

●

●

成長戦略　基本方針

中期経営計画 Phase2 における定量目標と定性目標

人財開発　2030年目標

2030年ビジョン

市場開拓で収益拡大ステージへ市場開拓で収益拡大ステージへ

コア事業の拡大
半導体・電子基板市場における

需要拡大

新技術領域の需要拡大
超微粗化、無粗化技術による
密着向上剤で高速、高密度化へ

2022-2024年
コア事業の強化
●
●
重点領域の深耕
収益性確保し成長への投資

2028-2030年
さらなる成長へ
●新規事業の創出2025-2027年

成長への礎づくり
●
●
新技術での地位確立
既存技術を応用した事業構築

連結売上高

ROE

20%以上
連結営業利益率

250億円
2027年連結売上高

2025 2027

コア事業：235億円
新事業領域：15億円

定量目標

定性目標 メックの経営資本について

マテリアリティ

Environment

メックの価値創造プロセス

Social

Governance

SASB  INDEX

中期経営計画 Phase2 の概要

担当役員メッセージ

女性
管理職比率

30%以上

男性
育児休業取得率

85%以上

男女
賃金差異

90%以上
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取締役 常務執行役員
経営企画本部長

谷口 哲也

中期経営計画 Phase2 の概要

担当役員メッセージ

私はこれまで電子材料事業分野に30年あまり携わり、その発展の過程を見てまいりました。営業・
マーケティングや新規事業開拓をはじめ、海外駐在も長く経験しました。プライベートではアウトドア
スポーツや海外旅行を楽しむなど活動的に過ごしています。
メックでもその経験と行動力を活かし、成長戦略や経営課題の対応、市場開発に携わっています。
2025年度からは経営企画本部において執行役員兼新任取締役に就任し、経営戦略・市場成長戦略・
非連続成長など中期経営計画に基づく事業強化に尽力してまいります。

半導体パッケージ基板における金属の表面処理剤を開発する当社は界面処理技術で世界トップ
シェアを誇ります。技術面では、「物理密着」と「化学密着」両方の技術、関連するプロセスに対する
「選択エッチング」や「異方性エッチング」を有することで顧客ニーズに合わせて、さまざまなソリュー
ションに活かすことが可能です。
またお客様の生産工程における最適なテクニカルサポートの強化もグローバル拠点網を通じて
行っています。薬品だけを販売するのではなく、高度な技術の提供と、生産プロセス全体に関わって
いくスタイルを確立してきたことが当社の強みです。こうした強みを旗印に中期経営計画を進め、世界
のリーディングカンパニーとして先頭を走り続けていきます。
Phase２の最終年度では売上高250億円を目指しており、内15億円を新事業領域で達成できると
見込んでいます。

状況のもと、メックは一時的な需要低迷によるインパクトを経営努力で最小限に抑えつつ、長期的
成長投資を進めました。マーケティング分析と新たな技術開発を行い、次世代型商品である化学密着
技術を確立し展開戦略構築、最先端半導体パッケージ基板から応用基板領域まで対応してきたこと、
顧客ニーズに合わせた化学密着プロセス技術の提供なども実現し、最終年度は過去最高の売上高
および営業利益を達成し、Phase1の数値目標もほぼ達成となりました。
一方で課題もいくつか顕在化しました。市場変化に伴うリスクに戦略的に対応するため、非連続
成長事業の検証がやや不足していたと考えています。2030年の企業像を実現する次世代人財をバラ
ンスよく配置できているか検証することで、不足する人財を担保するための育成プログラムが急務な
ことが認識されました。今後人的資本への投資にも注力していきます。
Phase2の策定にあたっては、Phase１の課題を基に改めてデータの定量化を行い、KPIの設定も
経営陣と共有しました。AIや次世代情報通信、新自動車技術といった戦略的に重要な市場を特定、
さらに社長の構想でもある「各機能を横串で連携・展開」する仕組み構築にも着手しました。
効率性を求めて主に営業・開発・物流など各部門を再編し、ロードマップに落し込む作業によって、
市場における事業領域の拡大と新事業の育成およびコア事業の確実な成長を狙います。

「2030年ビジョン Phase1」（2022-2024年）では、コロナ禍による影響でパソコンやスマート
フォンが好需だった年や、翌年の在庫調整など市場とともに大きく揺れ動いた3カ年でした。そのような

どのような技術領域を成長ツールとして強化していきますか。

まずは谷口取締役ご自身についてご紹介ください。

今年は「2030年ビジョン Phase2」がスタートしました。
Phase2策定の経緯を前３ヵ年の総括と併せてお話しください。

コア事業の新技術領域を中心に、
最先端基板から応用基板まで
時代のメガトレンドを先取りした
製品ラインナップで、
企業価値向上を図ります。

メガトレンド市場の成長戦略

中期経営計画の第2期となる「2030年ビジョン Phase2」（2025-2027年）を策定
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2024年12月31日時点の情報です。

INPUT OUTPUT事業活動

財務

非財務

製品・サービスの提供

金属表面処理剤をグローバルに

約600社に提供

約1/3が研究員（単体）

 取締役、執行役員に
おける女性の割合 30.8%

良好エンゲージメント

(2024年12月期)

売上高

182億円

ＲＯＥ 8.9%

営業利益率 25.0%

研究開発費 7.3%

営業利益

45億円

連結売上高の

日本
海外

57件
169件

生産拠点 5ヵ国 7拠点

世界12拠点で展開
40ヵ国のお客様をサポート

尼崎事業所の6.8%に相当
太陽光発電178,340kWh

自己資本比率 80%以上

産業

従業員

知的財産

生産資本

社会資本

自然資本

財務資本
￥

研究開発投資（成長投資）13億円

特許保有件数

自己実現、能力を発揮する環境

お取引先様
共存共栄、協働による成長

株主・投資家様
長期的な企業価値の向上

お客様とともに

電子機器の信頼性の向上、
大容量高速通信に貢献

電子基板・部品製造を通して

歩留まり
向上

生産性の
最大化

機能性
向上

OUTCOME

利益やノウハウを再投資

人財育成・能力開発
働き方改革

企業理念
社是「仕事を楽しむ」

サステナビリティ経営の推進
ガバナンス・経営基盤

界面価値
創造

品質マネジメント

生産性向上
の推進

新技術への
挑戦

製品競争力
品質管理
の徹底

顧客価値創造、
満足度向上

顧客対応力

中期経営計画
メックの

2030年ビジョン

戦略

人的資本

金属表面処理技術

ものづくり力    グローバル供給体制ものづくり力    グローバル供給体制

お客様との信頼関係

従業員

研究員

連結
単体

単体

480名
277名

83名

事業を通じた社会課題の解決

高速通信整備
（5G/６G）

DX・GXの
進展

自動運転、
AIの活用

脱炭素社会

マテリアリティ

メックの経営資本について

Environment
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重要な環境・社会課題（マテリアリティ）

マテリアリティとKPI、
および関連するSDGsアクションエンゲージメント

ダイバーシティ

キャリア形成

ワークライフバランス
（WLB）

働く環境の整備

健康診断の受診率維持

男性従業員の
育児休業取得向上

職場環境の改善

受講必須研修の原則全員
受講

多様な人財の採用

取締役会の出席率
85％以上（社外取締役）

重大セキュリティ事故
発生件数：0件

自己点検の全員実施と
合格率100％

経営リスクの可視化と
対策の実行

健康経営の推進、各種休暇制度の運用
により、高い従業員満足度を維持する
【男性従業員の育児休業取得率を
2030年に85％以上とする（当社単体
目標）】

多様な働き方に対応した職場環境
の整備

自立自走できる人財の育成と、公正
で満足度の高い職場環境の実現を
目指す

ガバナンスの強化により、社会から
信頼される企業運営を行う

機密情報漏洩に伴う損失の回避

メックグループが持続的に成長する
ため、リスクと機会の把握を徹底する

●各種健康診断受診率100％維持
●オンライン健康セミナーの実施

2023年度：４名　202４年度：9名取得
（平均取得日数は８３日）

●自転車安全講習を全対象者に実施
●救命救護訓練を尼崎地区の事業所で実施
●お金、健康について定期的な研修制度の検討

2024年採用は26名
女性12名、外国籍1名、障がい者1名

●自己点検の全員実施および合格率100％
● ITリテラシー教育の実施回数：10回
従業員が理解しておくべきITの仕組みや、情報セキュリティ他に
関するWeb教育を計画通り実施

経営リスクの適宜見直しと対策の実行
当社グループの持続的成長を阻害する、経営リスクをはじめとする
さまざまなリスクやその対策の可視化を行い、リスクマネジメント委員会
にて報告し、審議実施

社外取締役の出席率：100％

重大セキュリティ事故発生件数：0件
保有する情報資産を適切に管理・利用するため、厳守すべき基本事項
を定め、その適切な運用によって均質な情報セキュリティ管理を実現
できるよう、取り組んでいる

対象となる研修の受講率：約100％
社員一人ひとりがその能力を最大限発揮できるようプログラムを
構築し、教育の多様化・充実化を促進

健康経営

ガバナンス

情報セキュリティ

リスクマネジメント

○

○

○

○

従業員と会社が対等で、共に
成長できる関係性の構築

中期経営計画の従業員理解を深める施策を行うこと、会社が目指す
姿や方向性を従業員が理解・共感できるようになる

○

○

○

○

○

○

多様な
人財の活用

5

経営基盤の
強化

6

関連する
SDGsアクション

6つの
マテリアリティ 実施事項・施策【2024年度のKPI達成状況】 2030年の目標2024年度のKPI

（達成指標） 達成度マテリアリティ充足
のための取り組み
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気候変動関連のガバナンス体制図
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Environment

※ESG委員会
コーポレート・ガバナンスの改革、社会的責任の
遂行、環境保全への取り組みをそれぞれが共に
連携して（共進的）一体となって進めるための
経営戦略（ESG経営戦略）を策定し、提言すること
を目的としています。
委員会の提言によって、会社は経営戦略の広がり
と多様性を実現するとともに、社員、お客様、社会
および自然環境への豊かな関わり合いを通じて、
中長期的に企業価値を創造しています。
委員長は代表取締役社長が務め、独立社外取締役
が過半数を占める委員構成となっています。
開催頻度は年4回程度であり、事務局はESG推進
部門が担っています。

パリ協定では、世界全体の平均気温の上昇を産業革命以前に比べ2℃より十分低く保つとともに、1.5℃
に抑える努力を追求するとされています。
当社は、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第６次評価報告や国際エネルギー機関（IEA）の世界
エネルギー見通しなどを参考に、CPS※1による「４℃シナリオ」、SDS※2による「２℃未満シナリオ」､
NZE※3による「1.5℃シナリオ」から2030年の世界を想定し、事業経営における移行リスクと物理リスク
の検討を開始しました。
気候変動対策が進む「1.5/2℃未満シナリオ」では、カーボンニュートラル実現に向けて政策規制が強化
され、社会全体が積極的に気候変動対策に取り組むシナリオで、環境に配慮した製品への需要の高まりや、
電子基板・半導体業界における新市場に係る機会の創出が考えられ、また、炭素税の導入などによる
生産や原料調達コストの上昇といった影響が想定されます。
「4℃シナリオ」では、脱炭素の施策が十分に推進されず、洪水などの自然災害の頻発化や激甚化による
影響の可能性が高まると考えられます。
気候変動関連リスクと機会を評価するにあたり、当社およびステークホルダーにとっての重要度を相対的
に検討しました。

リスク・機会の
抽出と評価 シナリオ群の特定 事業インパクト評価 対応策設定
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TCFDは、気候関連のリスク・機会が企業の財務にどのような影響を及ぼすのか、開示を求めています。
TCFD提言では、気候関連リスクは「移行」「物理」のカテゴリーに分類されています。
当社では同提言に基づき、目指すべきビジョンを掲げている2030年をターゲット年とし、リスク項目を検討しま
した。その中で、当社事業と関連性が深いリスク項目の洗い出しを行い、特に重要なリスクを特定しました。
また、気候変動に伴う環境問題や事業環境の変化とその影響から生じる機会についても把握に努め、「移行」に
よる変化の機会についても洗い出しを行いました。 

TCFD提言に基づく情報開示

当社グループは、「界面の創出と接合で世界一になる」という2030年ビジョンのもと、事業活動を通して界面価
値創造を実現することで豊かで潤いのある社会と環境づくりに貢献するために、経営として取り組むべき６つの
マテリアリティを特定しています。ものづくり企業として気候変動を重要な経営課題と位置付け、「環境保全」を
マテリアリティの一つとして特定しており、2023年2月にTCFD提言への賛同を表明し、気候変動が事業にもた
らすリスク・機会および対応策について、同提言に沿った情報開示を行い、
活動を推進しています。 

ガバナンス 

当社は、研究開発型企業として気候変動を重要な経営課題と位置づけ、活動を推進しています。
当社を取り巻く気候関連のリスク・機会とその推進案につきましては、代表取締役社長を委員長とするESG委員
会※において審議・策定された後、取締役会に年１回以上提言されます。
取締役会は、ESG委員会からの提言を受け、気候変動対応に関する方針決定、リスク・機会への取り組み推進、
目標達成等について責任を負い、提言された内容について実効性の監督を行います。 
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サステナビリティ報告書 202514メックの気候変動対応
Environment

移行

政策・規制
●

●
炭素税の導入/拡大による操業コストの増加
各国の法規制による原材料の調達困難化や原料/製品の生産、販売の制限/禁止

●

●
生産コストの増加
環境配慮型製品開発の遅れ

● 環境配慮型製品開発投資コストの増加

●

●

●

●

大量の水が使用される商材の需要減少

評価基準の厳格化と開示要請分野の拡大への対応遅れによる企業ブランドや評価の低下

異常気象/自然災害の頻発化/激甚化

水/電力/原材料、自然資源の供給不安

技術

市場

評判

急性

慢性
物理

上表、リスク一覧から特に重要度が高いと考えるリスクを下表のとおり特定しました。 

気候変動に伴う環境問題や事業環境の変化とその影響から生じる機会について、下表のとおり特定しました。

具体的に、次のように CO₂削減目標を定め取り組んでいます。 
●
●
2030年度までに国内のScope1、2の総排出量 実質50%削減（基準年度：2017年度）
2050年に向けてCO₂排出量 実質0を目指す 

● 社会の持続的な成長のため、地球環境問題に真摯に取り組む ●エネルギー使用の削減とネットゼロに向けての取り組みを実施

政策・規制

技術・市場

各国の法規制による原材料の調達困難化
や原料/製品の生産、販売の制限/禁止に
よる当社売上の減少

炭素税の導入/拡大による操業コストの
増加

顧客において環境に配慮した生産工程の
変化が起き、当社がこれに追随できない
ことによる売上の減少

● 市場ニーズの早期
収集

● 環境配慮型製品
の先行開発

● サプライチェーン
マネジメントの強化

―○ ― ― ○

― ― ○

○

○

―

○

― ― ○

○

○

○

想定されるリスク 当社の対応 発生時期影響度
小 中 大 短期 中期 長期

指標と目標

当社グループは、「環境保全」に関する気候変動問題への対応として、2030年の定性的目標に次の２つを掲げています。

気候関連のリスク（1.5/2℃未満シナリオ）：低炭素経済への「移行」による変化

資源効率性

製品・
サービス

DX・GXの進展に伴う当社環境配慮型製品の売上増加

DX・GXの進展に伴う半導体・デジタル産業の
成長と発展およびAI技術活用領域の拡大による
当社関連の電子部品の需要拡大による売上増加
【車載関連】自動運転技術の進展、EV車の普及に伴う車載
半導体・基板の需要増加による当社製品の売上機会増加
【高周波関連】クラウドサービスの普及・ビッグデータ
分析の需要増加に伴うデータセンター市場拡大による
当社製品の売上機会増加
【半導体関連】IoT、AI技術の高度化と大容量・高速
通信対応に伴う半導体・半導体パッケージ基板需要
拡大による当社製品の売上機会増加

● 市場ニーズ
の早期収集

● 環境配慮型
製品の先行
開発

○― ○ ― ○

― ○ ○○ ○

○

○

想定される機会 当社の対応 発生時期影響度
小 中 大 短期 中期 長期

気候関連の機会：「移行」による変化

気候関連のリスク一覧

急性
異常気象や自然災害の深刻化・増加に
よる事業所・工場の稼働停止や交通網
遮断に起因する仕入・出荷停止による
売上の減少

● 代替生産体制の
維持強化

● サプライチェーン
マネジメントの強化

● BCPの整備/強化
(柔軟な勤務体制等)

○― ○ ― ○ ○

想定されるリスク 当社の対応 発生時期影響度
小 中 大 短期 中期 長期

気候関連のリスク(4°Cシナリオ) :「物理的」による変化

■対象範囲
当社グループ全体

■影響度
発生頻度や金額的影響度の面から
小：ほとんど影響なし（1億円未満）
中：事業の一部に影響がある（1億円以上10億円未満）
大：事業の停止もしくは大幅に縮小・拡大するほどの
影響がある（10億円以上）

■発生（顕在化）時期
短期：2030年ビジョン中期経営計画

Phase2の最終年度である2027年まで
中期：2030年ビジョン中期経営計画

Phase3の最終年度である2030年まで
長期：2031年以降

リスク管理

当社ではリスク管理として、事業リスクマネジメント、情報セキュリティ、品質・環境・労働安全衛生マネジメント
システムによる取り組みを継続的に行うことで、事業ならびに気候変動をはじめとする環境関連のリスクの把握と
分析、評価を行っています。毎月の品質会議、半期ごとのリスクマネジメント委員会、コンプライアンス委員会で、
各会事務局は重要事案について報告しています。
気候関連のリスク・機会については、毎年、関連部門と連携し、その認識・進捗確認に努め、評価プロセスによって
特定した重要度の高いリスク・インパクトについては、各会事務局がESG委員会に報告の上、ESG委員会にて
協議・決定しています。また、必要に応じ、取締役会に諮っています。
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当社は、電子基板・部品製造用の薬品を開発・製造・販売しています。事業活動のためには、エネルギーを消費し、資源を利用します。そのことを認識し、環境負荷を低減するように取り組んでいます。
事業活動に関わる環境関連法規等の順守はもとより、資源の有効利用、汚染予防および環境保全のために、
省エネルギー対策、廃棄物の削減、化学物質の適正管理およびプロダクトライフサイクルに配慮した製品提供を推進します。

事業活動と環境との関わり

電力使用量
事業所名 都市ガス

使用量
ガソリン使用量
（社有車） 水使用量 PRTR対象

物質取扱量 製品製造量 CO₂排出量 水排出量 COD 産業廃棄物
排出量 内、最終処分量

1,131千kWh

682千kWh

947千kWh

478千kWh

553千kWh

21.5千kWh

3,614 t

13,757 t

474 t -CO₂

301 t -CO₂

399 t -CO₂

200 t -CO₂

236 t -CO₂

30.9 t -CO₂

6,128m³

9,560m³

4,027m³

1,288m³

0.108 t

0.685 t

0.071 t

0.003 t

169 t

214 t

19.1 t

0.00 t

2.15 t

44.5 t

4.41 t

0.00 t

尼崎事業所
（尼崎工場・研究所）に含む

尼崎事業所
（尼崎工場・研究所）に含む

尼崎事業所
（研究所）に含む

尼崎事業所
（尼崎工場）

尼崎事業所
（本社）

尼崎事業所
（研究所）
東初島事業所

（研究所）一部本社含む

長岡工場

東京営業所

1,133m³

45L

362L

801L

126L

1,956L

6,939L

9,306m³

19,482m³

5,544m³

1,288m³

̶

0.23kL

̶

̶

̶

̶ ̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶ ̶

̶

灯油使用量
（製造現場の暖房）

軽油使用量
（除雪機）

̶

9.36kL

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

̶

139 t

158 t

2.5 t
（東初島事業所（研究所）含む）

※尼崎事業所全体として算出

尼崎事業所
（研究所）に含む

尼崎事業所
（研究所）に含む

※ ※

INPUT OUTPUT

メック珠海

製品製造量
CO₂排出量
水排出量
産業廃棄物排出量

6,336 t

200 t-CO₂

6,220m³

161 t

OUTPUT

電力使用量

ガソリン使用量

水使用量

303千kWh

8,520L

12,144m³

INPUT

メック香港

CO₂排出量 1.40 t-CO₂

OUTPUT

電力使用量

水使用量

3.59千kWh

540m³

INPUT

製品製造量
CO₂排出量
水排出量
産業廃棄物排出量

9,937 t

396 t-CO₂

21,114m³

144 t

OUTPUT

電力使用量

ガソリン使用量

水使用量

1,192千kWh

24,762L

21,114m³

INPUT

製品製造量
CO₂排出量
水排出量
産業廃棄物排出量

6,935 t

234 t-CO₂

8,301m³

42.0 t

OUTPUT

電力使用量

ガソリン使用量

水使用量
（地下水除く）

426千kWh

10,242L

2,872m³

INPUT

製品製造量
CO₂排出量
水排出量
産業廃棄物排出量
太陽光発電量

2,010 t
107 t-CO₂
500m³
23.2 t

69.3ｋWh

OUTPUT

電力使用量
ガス使用量
ガソリン使用量
軽油使用量
水使用量（製造用）

83.4千kWh
21,547m³
8,787L
9,210L
2,492m³

INPUT

電力使用量

ガソリン使用量

軽油使用量

水使用量

299千kWh

8,120L

324L

5,787m³

INPUT

メック中国（蘇州） メック台湾 メックヨーロッパ メックタイ

製品製造量
CO₂排出量
水排出量
産業廃棄物排出量

1,494 t

157 t-CO₂

1,933m³

38.3 t

OUTPUT

事業活動に関わるエネルギー・資源の使用量や、排出されるCO₂排出量・水排出量・産業廃棄物排出量を把握しています。

海外事業所

日本国内事業所

サステナビリティ報告書 202515環境保全に関する報告
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サステナビリティ報告書 202516日本国内の電力、水使用・排出状況
Environment

2023年度
3,681千kWh

2024年度

3,809千kWh

電力使用量

240

200

160

120

80

40

0

6,000

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

0

原
単
位［
kW
h/
t］

電
力
使
用
量［
千
kW
h］

128千kWh

3.5%

電力使用量 原単位

当社に係るCO₂排出量として、GHGプロトコル
Scope1（燃料）、Scope2（電気・熱）を算出しています。
Scope2（電気）が97%を占めています。2024年度
のCO₂排出量は2023年度とほぼ同じでしたが、
製造量が大幅に増加しているため、原単位は減少
しています。
Scope3について、2024年度は全カテゴリについて
算出しました。

※2023年度より尼崎事業所において再生可能エネルギーの購入
を始め、2024年度は国内事業所の約35%を賄いました。
2025年度も引き続き購入しています。
2022年度分より、カーボン・オフセットとして、新潟県全体の
森林整備事業などの各種プロジェクトをセットにした「新潟県
パック」を購入しています。2024年は35t購入し、無効化しま
した。今後も継続していきます。

水は当社製品に欠かせない主要原料のため、原料と
して使用する水の使用量は製品製造量の増減に伴い
変化します。
原料用途以外に製造設備・容器洗浄や、研究開発業務
の基板処理ラインでも多くの水を使用しているため、
水の使用量把握とともに、設備洗浄回数の適正化、
容器自動洗浄装置の導入、基板処理ライン作業での
無駄な使用を控えるように努めています。

2023
年度

2020
年度

2021
年度

2024
年度
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水使用量 水使用量 原単位 水排出量 水排出量 原単位
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2023
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2024
年度

2023年度

20,373m3

2024年度

21,003m3

水排出量

630m3

3.1%

2023年度

33,804m3

2024年度

35,620m3

水使用量

1,816m3

5.4%

2023年度
189千kWh

2024年度

178千kWh

太陽光発電量（尼崎事業所）

11千kWh

製造・研究開発業務で使用された水は、排水処理設
備にて規制基準値内に処理し、排水として下水道に
排出します。基準値を超えた排水を流出することが
ないように管理しています。2024年度は、基準値を
超えた排水排出はありませんでした。引き続き、適切
な管理に努めます。

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

2023
年度

2024
年度

2020
年度

2021
年度

2022
年度

メックのサプライチェーン排出量 P.17

水の使用量・排出量CO₂排出量

2024年度の電力使用量は、2023年度より増加しま
した。電力使用量の増加以上に製造量も増加してい
るため、原単位は減少しました。電力の使用は、働く
環境整備に主に使われるため、今後も増加が見込まれ
ます。少しでも環境負荷を低減するため、尼崎事業所
屋上で太陽光発電を行っています。

電力使用量

Scope1 Scope2
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サステナビリティ報告書 202517事業活動におけるマテリアルフロー メックのサプライチェーン排出量
Environment

カテゴリ11
販売した
製品の使用
カテゴリ10
販売した
製品の加工

カテゴリ12
販売した
製品の廃棄

製造 物流

Scope3

カテゴリ9
輸送、配送
（下流）

研究
開発

カテゴリ1
購入した製品・サービス

カテゴリ3
Scope1,2
に含まれない
燃料および
エネルギー
活動

Scope3Scope3

Scope1 Scope2Scope1 Scope2

Scope2
エネルギー起源の
間接排出

カテゴリ8
リース資産（上流）

カテゴリ6
出張

カテゴリ2
資本財

カテゴリ7
雇用者の通勤

カテゴリ5
事業から
出る廃棄物

カテゴリ14
フランチャイズ

カテゴリ15
投資

Scope1
直接排出

直接排出
エネルギー起源の間接排出

2023年度
55.5
1,621
─
─
─
─
136
39.1
117
─
─
─
─
─
─
─
─
─

Scope1
Scope2

Scope3

合計

カテゴリ1
カテゴリ2
カテゴリ3
カテゴリ4
カテゴリ5
カテゴリ6
カテゴリ7
カテゴリ8
カテゴリ9
カテゴリ10
カテゴリ11
カテゴリ12
カテゴリ13
カテゴリ14
カテゴリ15

2024年度
57.0
1,585
19,548
592
260
438
143
36.0
109

1,077

22,700

44,903

Scope2に含まれるため本項目は対象外

本カテゴリに該当する排出はないため対象外
当社製品は中間製品であり、排出に与える影響が小さいため対象外

賃貸事業を行っていないため対象外
フランチャイズを行っていないため対象外
投資目的の株式を保有していないため対象外

増減
1.5
－36

7
－3.1
－8

─
─
─
─

─
─
─
─
─
─
─
─
─

原材料
調達

Scope3

カテゴリ4
輸送、配送
（上流）

カテゴリ13
リース資産
（下流）

顧客原材料の調達先

PRTR対象物質取扱量
16物質　300 t

35,620m³
8,686 t

97.2千個
19.7千個
3.53千個

水使用量
原材料投入量(推定)

20Lポリ容器
200Lポリドラム
1,000Lコンテナ

●
●
●

●
●

●
●
●
●
●

●

●
●
●

53.1千個
4.15千個
5.48千個

20Lポリ容器
200Lポリドラム
1,000Lコンテナ

3,809千kWh
1,133m³
13.36kL
9.36kL
0.23kL

電力使用量
都市ガス使用量
ガソリン（社有車）使用量
灯油（製造現場の暖房）使用量
軽油（除雪機）使用量

容器購入数

INPUT 2024年

研究開発

原材料
調達

製造
製品：17,372 t

お客様

輸送

リユース(お客様からの容器回収)

化学物質

資源

エネルギー
OUTPUT

内 Scope2
1,585 t-CO2

内 Scope1
57.0 t-CO2

産業廃棄物排出量

402 t

水排出量

21,003 m3

CO₂排出量

1,642 t-CO2

COD

0.87 t

内 最終処分量
51.4 t

CO₂

大気へ

下水へ

廃棄物

国内事業所

単位：t-CO²

2024年度の産業廃棄物排出量は402tで、2023年度とほぼ横ばいでした。特別管理産業廃棄物は152tで、
2023年度より29t減少しました(16%減)。全体の最終処分量は51.4tでした。
今後も、産業廃棄物の発生抑制に取り組み、発生した産業廃棄物は分別を徹底することで、最終処分量の削減
に努めてまいります。

環境会計については、ESGデータへ掲載しました。

産業廃棄物の適正処理

限られた資源を無駄なく有効に活用するために、当社ではお客様がご使用になった当社製品のポリ容器を回収して
います。容器が再利用可能かどうか選別し、可能な容器は当社ならびに委託業者にて洗浄し、再利用しています。

ポリ容器のリユース(再利用)

Scope1、Scope2およびScope3排出量

サプライチェーン排出量におけるScope1、Scope2およびScope3のイメージ

ESGデータ https://www.mec-co.com/sustainability/esg-data/
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Social
サステナビリティ報告書 202518

メックは、お客様、従業員、株主・投資家様、お取引先様、地域社会の皆様
といったステークホルダーとの対話を大切にし、皆様とのコミュニケー
ションによって得た貴重なご意見を真摯に受け止め、経営や事業活動に
反映することでステークホルダーとの価値共創を目指しています。対話を
通じて信頼関係を構築し、皆様とともに新たな価値を創出することで、
社是の実践と持続的な社会の実現に貢献していきます。

主なステークホルダー コミュニケーション手法 目的 参照

お客様

ステークホルダー・エンゲージメント

Environment

MEC Style

About MEC COMPANY

トップメッセージ

中期経営計画

メックの経営資本について

マテリアリティ

営業担当部門・サービス担当部門による
お客様対応（随時）
ウェブサイトなどによる情報発信（随時）
展示会（年複数回）
メディアを通じたニュースリリース（随時）
各種調査票回答（随時）
各種監査・調査対応（随時）

など

P11.

P19.

SCM、適切な情報開示による企業
価値の向上
製品含有化学物質管理、製品の安全
な取り扱い、お客様の満足度調査、
製品含有化学物質に関する調査
対応、RBA行動規範の順守と浸透

社内ネットワークによる情報発信（随時）
従業員代表との協議（随時）
従業員意識調査アンケート（年１回）
メッセージの発信（随時）

など

●

●
●
●
●
●

■

■

■

■

■

●
●
●
●

良好な労使・職場環境の整備、提供
多様な人財の活用
働きがいのある仕事
労働安全・メンタルヘルスの向上

■

■

■

■

高品質で高付加価値な製品やサー
ビスの提供
お客様ごとに適した製品やサービス
の提供
ご意見・ご要望・クレームへの対応
適切な製品・サービス情報の提供
情報交換

地域・社会

森活動の参加（年2回）
地域イベントへの参加（随時）
経済団体や業界団体などへの参加（随時）
官公庁や研究機関への相談（随時）
サステナビリティ報告書の発行（年１回）

など

●
●
●
●
●

法令・規制への対応
企業市民として地域への参画
研究機関支援を通じて技術発展に
貢献
当社への正しい理解の促進

■

■

■

■

お取引先様

日々の事業活動を通じての対話（随時）
調達調査・監査・依頼（随時）

など

●
●

公正な取引関係の構築
社会に貢献する製品提供のための
相互理解・発展
円滑な情報共有
CSR調達

■

■

■

■

株主・投資家様

株主総会（年1回）
ウェブサイトなどによる情報発信（随時）
決算説明会（年４回）
国内外IRカンファレンスへの参加（随時）
投資家向けイベント、スモールミーティング等
の実施、投資家面談対応（随時）

など

●
●
●
●
●

当社事業に関する理解深耕
適時適切な情報開示
公正で透明性の高い企業情報の開示
市場からの適切な評価・信頼の獲得
持続的成長と企業価値向上
適切な利益還元

■

■

■

■

■

■

お客様

従業員 株主・投資家様

お取引先様地域・社会

取引先
調達先
提携先

●

●

●

地域社会
行政

業界団体

●

●

●

個人
機関投資家

●

●

メックの価値創造プロセス

P11.

P19.

適切な情報開示による企業価値
の向上
株主とのコミュニケーション、決算
説明会、投資家・アナリスト向け
セミナー

P11.

P20.

SCM、適切な情報開示による企業
価値の向上
原材料調達の基本的考え、各国化
学物質規制情報の管理および対
応について、紛争鉱物への対応、
適切な物流事業者との関係構築、
下請代金支払遅延等防止法への
適切な対応

P11.

P13.
P17.

P21.

適切な情報開示による企業価値
の向上
メックの気候変動対応
事業活動におけるマテリアルフロー、
サプライチェーン排出量
災害時の一時避難所として、地域
貢献活動（長岡工場、メックタイ）、
森づくりへの取り組み

P11.

P22.
P23.
P25.

P28.

適切な情報開示による企業価値
の向上
人的資本経営
人事評価制度、従業員意識調査
仕事と子育て・介護・看護の両立
支援制度
内部通報制度

従業員

Social

Governance
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お客様とともに
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地域・社会とともに

従業員とともに



製品含有化学物質管理に関わる方針

Social
サステナビリティ報告書 202519

製品含有化学物質管理

法規制や業界基準、お客様からの要請に基づき、使用
禁止物質が意図せず製品に混入しないよう、含有化学
物質管理体制を構築し、原料購入から製品出荷にいたる
工程への監視や、取扱者への教育等を徹底しています。
引き続き、社内のみならず仕入先様にもご協力いただき、
製品含有化学物質の適正な運用管理を推進します。

製品含有化学物質に関する調査対応

当社が扱う製品は化学物質関連の規制を受けるため、
ご購入いただいたお客様より製品に含有する化学物質
が対象となる規制に抵触しないよう、例年300～500
件の含有化学物質に関する調査を受けます。
2024年度についても約350件の調査を受け、適切に
対応しました。

お客様とともに

Social

Environment
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メックの経営資本について

マテリアリティ

設計段階から毒性や危険性の高い物質をなるべく排除するなど考慮し、製品の開発を行っています。製品を安全に使用していただく
ために、ラベルの表示やSDS（セーフティ・データ・シート）で規則に則った必要な情報を提供しています。また、技術資料等でも
詳しく説明するようにしています。社内に対しても、製品の危険・有害性を周知し、安全な取り扱いについての啓発を行っています。

製品の安全な取り扱い

1

4
3
2
環境汚染の防止および負荷の低減、廃棄物の削減および再資源化の推進
環境に配慮した（有害性の少ない）製品の開発・改良の推進
環境法規制およびその他の要求事項の順守
最新情報の収集と公開、および安全管理の徹底

メックの価値創造プロセス

Governance
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ステークホルダー・エンゲージメント

お客様とともに
株主・投資家の皆様とともに

お取引先様とともに

地域・社会とともに

従業員とともに

株主様とのコミュニケーション

当社への理解を深めていただくことを目的として、株主様向け会社
説明会開催（兵庫・東京）や株主通信の発行（年2回）に取り組んで
います。株主通信では「株主アンケート」を実施し、いただいたお声は
情報発信や誌面づくり、事業活動に役立てております。
２０２4年は前年に引き続き、3月に対面による株主様向け会社説明会、
11月には株主様向け事業所見学会（本社・尼崎事業所）を実施しま
した。説明会・見学会には当社役員も出席いたしました。今後も、直接・
間接的な対話と交流活動を継続してまいります。

決算説明会、投資家・アナリスト向けセミナー（説明会）

機関投資家・アナリスト向け決算説明会、技術セミナー、国内外の機関投資家・アナリスト等との
ミーティングを実施しています。
202４年度は、Web会議システムや電話会議、対面による
決算説明会やミーティング等を適宜実施し、コミュニケー
ションの継続を図りました。

RBA行動規範の順守と浸透

当社は社会的責任ある活動を推進し、当社に関わるすべての
ステークホルダーの皆様とともに継続的な成長を図ることを
目的として、RBA（Responsible Business Alliance）行動規範
に準じた事業活動の推進に努めています。
2024年1月には行動規範がVer.8.0へと更新されました。社内
調査の結果、新たに追加された項目についても、すべて適応できて
いることがわかりました。

株主・投資家の皆様とともに

個人投資家向け、アナリスト・機関投資家向けの会社説明会やセミナーの実施、展示会への出展など、
投資家の皆様とのコミュニケーション環境の充実を図っており、これらのコミュニケーションにより得ら
れたご意見やご質問は適宜経営陣に報告しています。
当社は、双方向型のコミュニケーションを柱に、すべての株主・投資家の皆様が当社の事業内容を適切に
理解してくださったうえで投資判断ができるよう、活発な株主様とのコミュニケーションを大切にし、誠実
かつ公平な情報開示を行ってまいります。

第56期 株主通信

株主様向け事業所見学会

IR資料室 https://www.mec-co.com/ir/library/

ミーティング

延べ約270回

決算説明会

4回

株主様向け会社説明会

投資家情報 https://www.mec-co.com/ir/

お客様の満足度向上の取り組み

当社の主要なお客様に対して、毎年1回満足度調査を
実施しています。お客様の要望や不満を直接知ること
ができ、製品情報の共有、技術サポート、および今後の
新製品開発に活かし、より満足いただけるよう努めて
います。ご要望やご不満に対しては、解決できるもの
から順次対応しています。

総合評価
の平均値

2024年度

5点4.8点
2023年度

5点4.8点

●
●
製品・技術対応　　納期・梱包状況　　環境対応
受注対応・窓口対応・アフターサービス・価格

● ●調査項目













Social

仕事と子育て・介護・看護の両立支援制度

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度
30.0％ 25.0％ 66.7％ 44.4％ 90.0％

男性の育児休業取得率

サステナビリティ報告書 202525

3歳 小学校
入学

小学
4年

小学6年
3月

女性に偏りがちな育児や家事の負担を分かち合い、仕事と家庭の両立への
理解浸透を図るため、当社では男性の育児休業取得を推奨しています。
2024年度に本制度を利用した、3名の社員の声を集めました。

育児休業制度は
利用しやすかった
ですか？ 

育児休業取得社員（男性）の声

女
性

男
性

男
女
共

男
女
共

妊　娠 出　産 育　児

子育て 介護・看護

時間外労働・休日労働・
深夜労働の免除

育児休業
出生から2歳に達する日まで

短時間勤務
3年の間に2回取得可

所定外労働の免除

時間外労働・深夜労働の制限

通院
休暇

産前産後休暇
産前6週間
産後8週間

育児休業
2歳に達する日まで

妻出産休暇(有給）
5日間

産前6週間～
産後8週間の間（　　　　　　　）

1歳出産

朱字：当社規程に基づく

子どもの看護休暇
年５日／子ども１人に対して[max.10日]

子育て休暇(有給）年５日

時間外労働・深夜労働の制限

所定外労働の免除

時間短縮勤務
小学校３年生終了まで

フレックス勤務 ［ コアタイム 10：00～15：00 ］ フレックス勤務

復帰

介護休業
最大93日

介護休暇
年5日

看護支援休暇
（一部有給）
年5日

積立有給休暇
１週間以上の介護が
必要な場合に利用

積立有給休暇
１週間以上の看護が
必要な場合に利用

2歳

質問内容 30代研究部門 30代研究部門 40代管理部門

上司、同僚にも理解が
あり、利用しやすい環境
でした。

制度自体に
要望はありますか？ 特にありません。

取得期間に関わらず、
これまでと同水準の給与
があると嬉しいです。

特にありません。

その他感想など
（ご家族の声など）

3人目の子の育休取得
であり、家事育児の負
担が大きかったので、
助かったそうです。
男性でも快く育休を
取らせてくれる会社に
感謝です。

妻も満足していました。
今後、年単位で取得して
も家計に負担がかから
ないような制度になる
と嬉しいです。

第二子で初めて育児
休業を取りましたが、 
第一子の子育て等も
あり、予想以上にやる
ことがあったので、取得
して良かったと思いま
した。

男性従業員の育児休業取得推進

当社では、男性の育児への主体的参加を促し、仕事と育児の両立に対する理解を浸透させ続け
ており、2024年度の取得率は90.0%、平均取得日数は83日でした。社員一人ひとりの自律的な
働き方の実践へとつなげ、より生産性の高い職場環境を構築していきます。

ESGデータ https://www.mec-co.com/sustainability/esg-data/
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取得しやすかったです。
取得する時の説明も丁寧
で、職場復帰後の必要
な申請についても丁寧
に教えてもらえました。
自分自身の業務について
は、周りの人にフォロー
いただけましたし、取得
について快諾してもら
えました。

利用しやすかったです。
上司や同僚の理解も
あり、快く手続きさせて
もらえました。
また、人事の方から制度
について詳しく説明して
もらったので、取得する
うえでの疑問も解消でき
ました。
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お客様とともに
株主・投資家の皆様とともに

お取引先様とともに

地域・社会とともに

従業員とともに
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コーポレート・ガバナンス体制図

選任・解任

提言

選任・解任選任・解任

取締役会
（監査等委員を含む）（7）

指名報酬諮問
委員会（3）

ESG委員会（7）

株主総会

経営監督

業務執行内部統制・リスク管理

監
査
等

報告

監査

報
告

代表取締役社長

内部統制委員会

会
計
監
査

事業
会社

各
部門

事業戦略
会議

業務執行取締役
執行役員

コンプライ
アンス
委員会

リスク
マネジメント
委員会

J-SOX
委員会

内部
監査室

諮
問・答
申

連
携

監
査

監査等委員会（3） （うち社外取締役 4） （うち社外取締役 2）

（うち社外取締役 4）

（うち社外取締役 3）

連携

会計
監査人 連

携

選定・監督

委員構成および議長の属性

監査等委員会
全委員(名)

3
常勤委員(名)

1
社内取締役(名)

0
社外取締役(名)

4
委員長(議長)
社外取締役
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取締役の職務の執行の監査および監査報告の作成、会計監査人の選任および解任ならびに不再任に関する
議案の内容の決定、取締役(監査等委員である取締役を除く)の選任もしくは解任または辞任についての監査等
委員会の意見の決定、コーポレート・ガバナンスの運営状況の監査・監督および取締役の報酬等についての監査等
委員会の意見の決定を行っています。

監査等委員会

取締役(監査等委員である取締役を除く)・監査等委員である取締役・執行役員および理事の任免･報酬に関して
取締役会または監査等委員会に助言および推薦を行い、取締役・監査等委員である取締役・執行役員および
理事の選任･解任が適切に行われるとともに、各報酬が適切に定められることを目的としています。
独立社外委員が過半数で構成され、委員長は社外取締役が務めています。

指名報酬諮問委員会

当社は、会社を取り巻く環境や事業特性、会社規模等を総合的に勘案し、適切かつ機動的な意思決定と執行の
監督を行うことができるよう取締役会のメンバーを構成しています。また、性別や社内外等を問わず、さまざまな
知識・経験を有する者によって構成しております。独立社外取締役は取締役会の過半数に達しています。
取締役会は、原則毎月開催し、会社グループとしての意思決定、経営方針ならびに業務執行上の決定および
取締役・執行役員の職務執行を監督しています。
また、執行役員制度を設け、執行役員が業務執行に専念できる体制にするとともに、取締役会での意思決定の
迅速化を図っています。

取締役会

当社グループは、ステークホルダーの利益の最大化を図るためには、コーポレート・ガバナンスの強化を
目的とした継続的な取り組みにより企業価値の拡大を実現することが不可欠であると考えています。具体的
には、公正で透明な経営・迅速で的確な情報開示・説明責任の徹底等の取り組みを進める方針であり、
コーポレートガバナンス・コードの考えに沿った対応を進めております。

また、経営のダイバーシティを積極的に進めていく方針に沿って、社外役員の招聘や女性の登用等に努めております。
さらに、当社グループは多様性による多くの価値獲得を目指し従前より有能な人財の活躍促進に努める
方針です。今後とも役員や管理職への人財登用ならびに育児休業後全員の職場復帰を実現する等の諸制度
の充実に努めてまいります。

2025年3月末現在



内部通報制度（社内向け）

ガバナンスに関係する委員会

法令違反行為・不正行為が行われている、または行われようとしている場合には、上司への相談や内部通報を
するよう指導しています。社内・社外に通報先を設け、通報しやすい体制を構築しています。
2024年度の通報はありませんでした。

サステナビリティ報告書 2025ガバナンスに関する報告
Governance

コーポレート・ガバナンスの改革（G）、社会的責任の遂行（S）、環境保全への取り組み（E）をそれぞれが共に連携
して進めるための経営戦略(ESG経営戦略)を策定し、提言することを目的としています。提言によって、会社は
経営戦略の広がりと多様性を実現するとともに、社員、お客様、社会および自然環境への豊かな関わり合いを
通じて、中長期的に企業価値を創造してまいります。メンバーは独立社外委員が過半数で構成されています。

当社グループにおけるJ-SOX内部統制の運用に関する基本的な事項を定め、当社が株式を上場する取引所が
所在する日本国の金融商品取引法に従い、財務報告の適切な情報開示と透明性の確保に資することを目的と
しています。

メックグループの取締役・使用人の職務の執行が法令および定款に適合することを確保
するための体制

メックグループの内部統制・コンプライアンス体制の基本として、メックグループ企業行動
憲章・企業行動規範およびメックグループ内部統制・内部監査・Ｊ－ＳＯＸ、コンプライアンスの
各種規程を定める。社長を委員長とする内部統制委員会とその下部組織であるコンプライ
アンス委員会を設置し、内部統制システムの構築・維持・向上を推進するとともに、必要に
応じて、関連規則・ガイドラインの策定、従業員教育を実施する。

取締役は、メックグループにおいて重大な法令違反その他コンプライアンスに関する重要な
事実を発見した場合には、直ちに監査等委員会および他の取締役に報告する。

適正かつ効率的な業務の遂行と内部統制体制が不正を未然に防止する体制となって
いるか、その整備運用状況の監査を行うことを目的に、内部監査部門である内部監査室を
設置する。

内部統制システムの基本方針（一部抜粋）

コンプライアンス https://www.mec-co.com/sustainability/esg/governance/compliance.php

取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保するための体制、その他会社の業務の
適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下のとおりです。

「メックグループ企業行動憲章」および「メックグループ企業行動規範」の精神に則り、当社におけるコンプライ
アンス確保のための体制および関連事項の取り扱いを定め、適切な事業運営を図ることにより、企業としての
社会的責任を果たすことを目的としています。

当社グループにおいて業務遂行を阻害するあらゆるリスクの発生防止に係る管理体制の整備および発生した
リスクへの対応等に関する基本的な方針を定め、当社グループにおけるリスクマネジメントを適切に実施するこ
とを目的としています。

内部統制システム

1

2

3

28

ESG委員会

J-SOX委員会

コンプライアンス委員会
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